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「専利代理管理弁法」新旧対照表 

 

「 専利 代理管 理弁法 」（ 70 号令 ）  「 専 利 代 理 管 理 弁 法 」 改 正 草 案  

第一章 総則 第一章 総則 

第 1 条 専利代理制度を改善し、専利代理業界

の正常な秩序を保ち、専利代理機構と専利代理人

が法により執業することを保障するために、「専利

法」、「専利代理条例」及び国務院の関連規定に基

づき、本弁法を制定する。 

第 1 条 専利代理行為を規範化し、委託者、専利

代理機構及び専利代理師の合法的権益を守り、専利

代理業界の正常な秩序を保ち、専利代理業界の健全

な発展を促進するために、「中華人民共和国専利法」

「専利代理条例」及びその他の関連法律・法規の規

定に基づき、本弁法を制定する。 

第 2 条 国家知識産権局と各省、自治区、直轄

市の知識産権局は、「専利法」、「専利代理条例」及

び本弁法に基づき、専利代理機構と専利代理人に

対して管理と監督を行う。 

中華全国専利代理人協会は、専利代理機構と専

利代理人が「専利法」、「専利代理条例」及び本弁

法を適正に実行し、執業行為を規範化し、業界の

自律を厳格化し、絶え間なく業界のサービスレベ

ルを高めるよう、組織と指導を行わなければなら

ない。 

第 2 条 国家知識産権局と省、自治区、直轄市の

知識産権局は、法により専利代理機構と専利代理師

に対して管理と監督を行う。 

 第 3 条 国家知識産権局と省、自治区、直轄市の

知識産権局は、信用を中心とした監督管理体制を構

築し、「公平・公正・公開的、法により秩序正しく、

透明性があり効率的」という原則に従って専利代理

執業活動に対し検査と監督を行わなければならな

い。 

 第 4 条 専利代理機構、専利代理師は法により全

国的又は地方的な専利代理業界組織を設立し、若し

くはそれに参加することができる。 

専利代理業界組織は社会団体法人であり、専利代

理師の自律的組織であり、その設立は法により業務

主管単位による審査・同意を経て、かつ業務主管単

位からの監督・指導を受けなければならない。 

専利代理業界組織は専利代理業界の自律規範を制

定しなければならず、法律・法規に抵触してはなら

ない。 

国家知識産権局は全国的な専利代理業界組織の業



 

務主管単位である。省、自治区、直轄市の知識産権

局は本行政区域における地方的な専利代理業界組織

の業務主管単位である。 

 第 5 条 専利代理機構と専利代理師は執業にあた

り、法律・法規及び本弁法を遵守し、職業道徳、執

業規律を謹んで守り、誠実で信用を守り、執業を規

範化し、専利代理の品質を高め、委託者の合法的権

益を守り、専利代理業界の正常な秩序を保たなけれ

ばならない。 

 

第 6 条 国家知識産権局と省、自治区、直轄市

の知識産権局は、実際の状況に応じて、政策の制

定、体制の構築等の措置を通じて、専利代理機構

が零細企業及び無収入か低収入の発明者、考案者

のために専利代理援助サービスを提供するよう支

持・指導することができる。 

専利代理業界組織と専利代理機構が自身の資源

を利用して専利代理援助業務を展開するよう奨励

する。 

 第 7 条 国家知識産権局と省、自治区、直轄市の

知識産権局は電子政務建設と専利代理公共情報の発

表を強化し、専利代理管理システムを通じた専利代

理機構、専利代理師及び公衆の事務処理、情報検索

に利便性を提供しなければならない。 

第二章 専利代理機構及びその事務所の設立、変

更、休業及び取消 
第二章 専利代理機構 

 
第 8 条 如何なる単位、個人も許可を得ずに、専

利出願と専利権無効宣告に関する業務を引き受けて

はならず、また専利代理機構又は専利代理師の名義

で専利代理業務を取り扱ってはならない。 



 

第 3 条 専利代理機構の組織形態はパートナー

シップ制専利代理機構又は有限責任制専利代理機

構とする。 

パートナーシップ制専利代理機構の場合は、3名

以上のパートナーシップが共同出資で設立し、有

限責任制専利代理機構の場合は、5名以上の出資者

が共同出資で設立しなければならない。 

パートナーシップ制専利代理機構のパートナー

は該代理機構の債務に対して無限連帯責任を負

い、有限責任制専利代理機構は該代理機構の全資

産をもってその債務に対して責任を負うものとす

る。 

第 9 条 専利代理機構の組織形態はジェネラルパ

ートナーシップ企業、特殊なジェネラルパートナー

シップ企業又は有限責任公司等でなければならな

い。パートナー、出資者は中国公民でなければなら

ない。 

第 4 条 専利代理機構を設立するにあたり、下

記の条件に合致しなければならない。 

（1）本弁法第 7条の規定に合致する機構の名称

を持つこと。 

（2）パートナーシップ協議又は定款を持つこ

と。 

（3）本弁法第 5条、第 6条の規定に合致するパ

ートナー又は出資者を持つこと。 

（4）固定の営業場所と必要な業務施設を持つこ

と。 

法律事務所が専利代理業務の取り扱いを申請す

る場合は、該法律事務所において執業する専任弁

護士のうち、専利代理人の資格を持つ者は 3 名以

上有さなければならない。 

第 10 条 パートナーシップ企業形態の専利代理

機構は執業許可証を申請するにあたり、下記の条件

を備えなければならない。 

（1）本弁法第 14 条の規定に合致する専利代理機

構の名称を有すること。 

（2）書面によるパートナーシップ協議を有するこ

と。 

（3）独立した経営場所を有すること。 

（4）パートナーを 2名以上有すること。 

（5）パートナーが専利代理師資格証を持ってお

り、かつ専利代理師執業経歴を 2年以上有すること。 

 第 11 条 有限責任公司形態の専利代理機構は執

業許可証を申請するにあたり、下記の条件を備えな

ければならない。 

（1）本弁法第 14 条の規定に合致する専利代理機

構の名称を有すること。 

（2）書面による会社定款を有すること。 

（3）独立した経営場所を有すること。 

（4）出資者を 5名以上有すること。 

（5）5分の 4以上の出資者及び会社の法定代表者

が専利代理師資格証を持っており、かつ専利代理師

執業経歴を 2年以上有すること。 

  



 

 第 12 条 法律事務所は執業許可証を申請するに

あたり、下記の条件を備えなければならない。 

（1）独立した経営場所を有すること。 

（2）専利代理師資格証を持つパートナー又は専任

弁護士を 3名以上有すること。 

第 5 条 専利代理機構のパートナー又は出資者

は下記の条件に合致しなければならない。 

（1）専利代理人の資格を持つこと。 

（2）専利代理機構において執業する経験を 2年

以上持つこと。 

（3）専任で専利代理業務に従事することができ

ること。 

（4）専利代理機構の設立を申請する時に、年齢

が満 65 歳を超えていないこと。 

（5）品行が良いこと。 

→第 9条、第 10 条に移行 

第 6 条 下記の事由のいずれかに該当する場

合、専利代理機構のパートナー又は出資者になっ

てはならないものとする。 

（1）完全な民事行為能力を持たない場合。 

（2）国家機関又は企業・事業単位に勤めてお

り、辞職、解任又は離職休養、定年退職の手続を

まだ正式に行っていない場合。 

（3）別の専利代理機構のパートナー又は出資者

として 2年未満の場合。 

（4）「専利代理懲戒規則（試行）」第 5条に規定

する通報・批判又は専利代理人執業証取上げの懲

戒を受けて 3年未満の場合。 

（5）刑事処罰を受けた場合（過失犯罪を除く）。 

第 13 条 下記の事由のいずれかに該当する場合、

専利代理機構のパートナー、出資者になってはなら

ない。 

（1）完全な民事行為能力を持たない場合。 

（2）故意による犯罪により刑事処罰を受けた場

合。 

（3）専利代理機構において専任で従事できない場

合。 

（4）専利代理機構執業許可証が取り消され、又は

取り上げられた場合、そのパートナー、出資者、法

定代表者は処罰決定日から 3 年以内に専利代理機構

のパートナー又は出資者、法定代表者として新しく

就任してはならない。 

 

第 7 条 専利代理機構は、一つの名称しか享有

・使用できないものとする。 

専利代理機構の名称は、当機構の所在都市の名

称、商号、「専利代理事務所」、「専利代理有限公司」

又は「知識産権代理事務所」、「知識産権代理有限

公司」からなるものとする。その商号は、全国範

囲内で、使用中又はかつて使用されたことがある

専利代理機構の商号と同一、又は近似してはなら

ない。 

法律事務所が専利代理業務を取り扱う場合は、

第 14 条 専利代理機構は、一つの名称しか選択・

使用できないものとする。法律事務所を除き、専利

代理機構の名称には「専利代理」又は「知識産権代

理」等の文字を含まなければならない。専利代理機

構の支部の名称は、専利代理機構の正式名称、支部

の所在都市の名称及び「事務所」「支社」又は「支所」

等からなる。 

専利代理機構の商号は、全国範囲内で、使用中又

はかつて使用されたことがある専利代理機構の商号

と同一、又は近似してはならない。 



 

該法律事務所の名称を使っても良い。 法律事務所が執業許可証を申請する場合は、当該

法律事務所の名称を使っても良い。 

第 8 条 専利代理機構を設立するにあたり、下

記の申請資料を提出しなければならない。 

（1）専利代理機構設立申請表。 

（2）専利代理機構のパートナーシップ協議又は

定款。 

（3）専利代理人資格証と身分証明書のコピー。 

（4）人員の履歴書及び人事保存ファイルの保管

証明書と離職休養・定年退職証明書のコピー。 

（5）営業場所と業務施設の証明書。 

（6）その他の必要な証明資料。 

法律事務所が専利代理業務の取り扱いを申請す

る場合は、下記の申請資料を提出しなければなら

ない。 

（1）専利代理業務取り扱い申請表。 

（2）当該法律事務所を主管する司法行政機関が

発行した、専利代理業務の取り扱いに同意する旨

の書状。 

（3）法律事務所のパートナーシップ協議又は定

款。 

（4）法律事務所の営業許可書のコピー。 

（5）専利代理人の弁護士執業証、専利代理人資

格証と身分証明書のコピー。 

（6）営業場所と業務施設の証明書。 

（7）その他の必要な証明資料。 

上記証明資料は、専利代理機構の設立又は専利

代理業務の取り扱いの申請を提出する前 6 ヶ月以

内に出されたものでなければならない。 

第 15 条 専利代理機構執業許可証を申請するに

あたり、専利代理管理システムを通じて国家知識産

権局に申請書と下記の申請資料を提出しなければな

らない。 

（1）パートナーシップ企業形態の専利代理機構の

場合は、工商営業許可書、パートナーシップ協議及

びパートナーの身分証明書のスキャンを提出しなけ

ればならない。 

（2）有限責任公司形態の専利代理機構の場合は、

工商営業許可書、会社定款及び出資者の身分証明書

のスキャンを提出しなければならない。 

（3）法律事務所の場合は、法律事務所の執業許可

証、専利代理師資格証を持つパートナー、専任弁護

士の身分証明書のスキャンを提出しなければならな

い。 

申請者はその申請資料の実質的内容の信憑性につ

いて責任を負わなければならない。必要な場合、国

家知識産権局は申請者に原本の提出を要求し、確認

することができる。 



 

第 9 条 専利代理機構の設立に関する審査認可

手続は、以下の通りとする。 

（1）専利代理機構の設立を申請する場合は、そ

の所在地の省、自治区、直轄市の知識産権局に申

請を提出しなければならない。審査を経て、省、

自治区、直轄市の知識産権局は本弁法に規定する

条件に合致すると認めた場合、申請を受け取った

日から 30 日以内に国家知識産権局に報告して許可

を仰ぎ、本弁法に規定する条件に合致しないと認

めた場合、申請を受け取った日から 30日以内に書

面にて申請者に通知しなければならない。 

（2）国家知識産権局は、本弁法に規定する条件

に合致する申請について、報告資料を受け取った

日から 30 日以内に許可の決定を行い、報告した省、

自治区、直轄市の知識産権局に通知する上、新た

に設立された機構に対して専利代理機構登録証と

機構コードを授与しなければならない。本弁法に

規定する条件に合致しない申請について、報告資

料を受け取った日から 30日以内に、報告した省、

自治区、直轄市の知識産権局に改めて審査するよ

う通知しなければならない。 

法律事務所が専利代理業務の取り扱いを申請す

る場合は、上記規定を参照して審査認可を行う。 

第 16 条 本弁法第 15 条にいう申請資料が揃って

おらず又は法定形式に合致しない場合、国家知識産

権局は申請資料を受け取った日から 5 日以内に、補

正すべき全ての内容を一度申請者に告知しなければ

ならず、期間を過ぎても告知しなかった場合、申請

資料を受け取った日から受理したものとみなされ

る。申請資料が揃いかつ法定形式に合致し、又は申

請者が要求に従って全ての補正申請資料を提出した

場合、当該申請を受理しなければならない。申請の

受理又は不受理を行った場合、書面にて申請者に通

知しかつその理由を説明しなければならない。 

国家知識産権局は受理日から 10 日以内に審査し、

規定する条件に合致する場合において許可し、申請

者に専利代理機構執業許可証を発行しなければなら

ない。規定する条件に合致しない場合において許可

せず、書面にて申請者に通知しかつその理由を説明

する。 

第 10 条 専利代理機構の名称、住所、定款、パ

ートナー又は出資者等の登録事項に変更が生じた

場合、変更が生じた日から 30日以内に、国家知識

産権局に変更を申請するとともに、所在地の省、

自治区、直轄市の知識産権局に報告しなければな

らない。変更は国家知識産権局の許可を経て、効

力を発する。 

国家知識産権局及び省、自治区、直轄市の知識

産権局は、専利代理機構が前項規定に従って変更

手続を行っていないと発見した場合、期限内に行

うよう命じなければならない。 

第 17 条 専利代理機構の名称、経営場所、パート

ナー又はマネージングパートナー、出資者又は法定

代表者、法律事務所の専利代理師資格証を持つパー

トナー又は専任弁護士等の事項に変更が生じた場

合、変更日から 30 日以内に国家知識産権局に変更手

続を行わなければならない。国家知識産権局は申請

を受理した日から 10 日以内にそれ相応の決定を下

し、本弁法の規定に合致する場合において変更しな

ければならない。 

第 11条 専利代理機構の国家知識産権局に登記

した情報はその工商行政管理部門に登記した情報

と一致しなければならない。 

第 18 条 専利代理機構が国家知識産権局に登記

した情報は、企業登記管理部門又は司法行政部門に

登記した情報と一致しなければならない。 



 

第 12条 専利代理機構は休業又は取消される場

合、まだ未完結の各事項を適切に処理した後に、

その所在地の省、自治区、直轄市の知識産権局に

申請しなければならない。審査を経て承認された

場合、専利代理機構登録証及び標識看板を省、自

治区、直轄市の知識産権局に返し、かつ国家知識

産権局に休業又は取消の手続を行わなければなら

ない。 

第 19 条 専利代理機構は解散するか又は専利代

理業務を取り扱わなくなった場合、まだ未完結の各

業務を適切に処理した後に、国家知識産権局に専利

代理機構執業許可証の抹消手続を行わなければなら

ない。 

専利代理機構は営業許可書を抹消し、又は営業許

可書、執業許可証が取り消され、取り上げられた場

合、営業許可書の抹消日又は取消、取上げ通知書を

受け取った日から 30 日以内に委託者に通知し、委託

者と委託を解除し、まだ未完結の業務を適切に処理

し、かつ国家知識産権局に専利代理機構執業許可証

の抹消手続を行わなければならない。全ての専利代

理業務を適切に処理しないかぎり、専利代理機構の

パートナー、出資者は専利代理師執業届出の変更を

行ってはならない。 

第 13条 専利代理機構は本省内において事務所

を設立する場合、所在地の省、自治区、直轄市の

知識産権局に申請しなければならない。許可を得

た場合、省、自治区、直轄市の知識産権局が国家

知識産権局に届け出る。 

専利代理機構は省を跨って事務所を設立する場

合、その所在地の省、自治区、直轄市の知識産権

局の承認を得た後に、事務所所在地の省、自治区、

直轄市の知識産権局に申請しなければならない。

承認を得た場合、事務所所在地の省、自治区、直

轄市の知識産権局が国家知識産権局に届け出る。 

 

第 14 条 事務所の設立を申請する専利代理機構

は、下記の条件に合致しなければならない。 

（1）設立してから 2年以上経過した。 

（2）10 名以上の専利代理人を有する。 

（3）専利代理機構経営異常名簿や重大違法専利

代理機構名簿に記載されていない。 

第 20 条 専利代理機構は専利代理業務を取り扱

う支部の設立を申請する場合、下記の条件を備えな

ければならない。 

（1）専利代理業務を取り扱ってから 2 年経過し

た。 

（2）執業する専利代理師を 10 名以上有し、設立

しようとする支部に執業する専利代理師を 1 名以上

有しなければならず、かつ支部の責任者が専利代理

師資格証を持っていなければならない。 

（3）専利代理師が同時に 2つ以上の支部の責任者

を務めてはならない。 

（4）支部の設立を申請する前の 3年以内に「専利

代理条例」に規定する行政処罰を受けたことがない。 

（5）支部の設立を申請する時点で専利代理機構経

営異常名簿や重大違法名簿に記載されていない。 



 

第 15 条 専利代理機構の事務所は、下記の条件

に合致しなければならない。 

（1）専利代理機構から派遣又は招聘された専任

代理人を 2名以上有すること。 

（2）固定の営業場所を持つこと。 

（3）事務所の名称が、専利代理機構の正式名称、

事務所の所在都市の名称及び「事務所」からなる

こと。 

→削除 

第 16 条 各省、自治区、直轄市の知識産権局は、

専利代理機構がその行政区域内において事務所を

設立する際のその他の条件と手続を追加規定し、

かつ関連規定を国家知識産権局に届け出ることが

できる。 

→削除 

第 17 条 専利代理機構の事務所は、その単独の

名義で専利代理業務を行ってはならず、その人事、

財務、業務等はその所属する専利代理機構によっ

て統一管理される。専利代理機構は、その事務所

の業務活動について民事責任を負わなければなら

ない。 

専利代理機構が省を跨って事務所を設立する場

合、その事務所は事務所所在地の省、自治区、直

轄市の知識産権局からの指導と監督を受けなけれ

ばならない。 

第 21 条 専利代理機構の支部は自分の名義で専

利代理事務を取り扱ってはならない。専利代理機構

はその支部の執業活動について法的責任を負わなけ

ればならない。 

第 18 条 事務所は休業又は取消される場合、ま

だ未完結の各事項を適切に処理した後に、事務所

所在地の省、自治区、直轄市の知識産権局に申請

しなければならない。許可を得る場合、当該知識

産権局が国家知識産権局に届け出るとともに、専

利代理機構所在地の省、自治区、直轄市の知識産

権局にも副本を送る。 

専利代理機構が休業又は取消された場合、その

事務所も同時に終了しなければならない。 

第 22 条 専利代理機構は支部を設立、変更又は抹

消する場合、支部に係る企業又は司法手続を完了し

た日から 30 日以内に、専利代理管理システムを通じ

て支部所在地の省、自治区、直轄市の知識産権局に

届出を行わなければならない。 

届出にあたり、届出書と下記の資料をアップロー

ドしなければならない。 

（1）支部を設立する場合、支部の工商営業許可書

又は法律事務所支所の執業許可証のスキャンをアッ

プロードする。 

（2）支部の登録事項を変更する場合、変更後の支

部の工商営業許可書又は法律事務所支所の執業許可

証のスキャンをアップロードする。 

（3）支部を抹消する場合、各事項を適切に処理し

た旨の説明をアップロードする。 

 第 23 条 専利代理機構は、品質管理、利益衝突審

査、苦情処理、年度考課等の執業管理制度及び人員



 

管理、財務管理、ファイル管理等の運営制度を構築・

健全化し、専利代理師の執業活動における職業道徳、

執業規律の遵守状況を監督しなければならない。 

専利代理機構は、他の専利代理機構と公平に競争

しなければならず、詐欺・誤認、虚偽な宣伝、不適

切な承諾、他の専利代理機構と専利代理師への誹謗

中傷等の不正手段をもって業務を誘致してはならな

い。 

 第 24 条 専利代理機構はインターネット上のプ

ラットフォームを通じて専利代理業務を宣伝した

り、引き受けたりする場合、そのホームページの目

立つ場所に専利代理機構執業許可証を継続的に公示

しなければならない。 

前項に規定する情報に変更が生じた場合、専利代

理機構は公示情報を速やかに更新しなければならな

い。 

第三章 専利代理人の執業 第三章 専利代理師 

第 19 条 専利代理人は執業するにあたり、設立

が許可された専利代理機構からの招聘・任用を受

け、かつ専利代理人執業証を持っていなければな

らない。 

→削除 

第 20条 専利代理機構は専利代理人を招聘する

にあたり、自由意志と協議合意の原則に従い、招

聘される専利代理人と招聘協議書を締結しなけれ

ばならない。招聘協議書を締結する双方は、協議

書を遵守し履行しなければならない。 

第 25 条 専利代理機構は自由意志と協議合意の

原則に従い、その招聘する専利代理師と労働契約を

締結しなければならない。専利代理師は、専利代理

機構からの指示を受けて専利代理業務を請け負わな

ければならず、自ら委託を受けてはならない。 

第 21 条 専利代理人執業証の授与には、下記の

条件に合致しなければならない。 

（1）専利代理人の資格を持っていること。 

（2）専任で専利代理業務に従事できること。 

（3）専利代理又は専利審査の経験を持たない者

の場合は、専利代理機構において連続実習して満 1

年で、かつ就業前研修に参加したこと。 

（4）専利代理機構に招聘されていること。 

（5）授与される時に、年齢が満 70 歳を超えて

いないこと。 

（6）品行が良いこと。 

第 26 条 専利代理師は執業にあたり、下記の条件

に合致しなければならない。 

（1）完全な民事行為能力を持っていること。 

（2）専利代理師資格証を取得したこと。 

（3）専利審査の経験を持たない者の場合は、専利

代理師資格証を取得した後に専利代理機構において

実習して 1年経過したこと。 

（4）専利代理機構のパートナー、出資者を務めて

おり、又は専利代理機構と労働契約を締結している

こと。 

（5）専任で専利代理業務に従事できること。 

前項に掲げる全ての条件に合致した日は、執業日

とする。 



 

第 22 条 下記の事由のいずれかに該当する場

合、専利代理人執業証を授与しない。 

（1）完全な民事行為能力を持たない場合。 

（2）申請する前に別の専利代理機構において執

業しており、当該専利代理機構に解任されず、か

つ専利代理人執業証の抹消手続を行っていない場

合。 

（3）専利代理人執業証を受領して 1年未満で、

かつ専利代理機構を変えた場合。 

（4）「専利代理懲戒規則（試行）」第 5条に規定

する、専利代理人執業証取上げの懲戒を受けて 3

年未満の場合。 

（5）刑事処罰を受けた場合（過失犯罪を除く）。 

→削除 

 第 27 条 専利代理機構は実習者による専利代理

業務の実習を指導しなければならない。実習期間が

満了しかつ関連規定に合致した場合、専利代理機構

は実習評価を行わなければならない。 

第 23条 専利代理人執業証の授与を申請するに

あたり、下記の資料を提出しなければならない。 

（1）専利代理人執業証の申請表。 

（2）専利代理人資格証と身分証明書のコピー。 

（3）人事ファイルの保管証明書又は離職休養・

定年退職証明書のコピー。 

（4）専利代理機構が発行した招聘協議書。 

（5）申請する前に別の専利代理機構において執

業している場合、当該専利代理機構による解任証

明書を提出しなければならない。 

 （6）初めて専利代理人執業証の授与を申請す

る場合、実習した専利代理機構が発行した実習証

明書と就業前研修に参加した証明書を提出しなけ

ればならない。 

第 28 条 専利代理師は初めて執業する場合、執業

日から 30 日以内に専利代理管理システムを通じて

専利代理機構所在地の省、自治区、直轄市の知識産

権局に執業届出を行わなければならない。 

届出にあたり、届出書と下記の資料をアップロー

ドしなければならない。 

（1）本人の身分証明書のスキャン。 

（2）専利代理機構と締結した労働契約又は出資

者、パートナーを務める証明書。 

（3）専利代理機構が行った実習評価の提出。 

専利代理師及び関連資料を発行した専利代理機構

は、その申請資料の実質的内容の信憑性について責

任を負わなければならない。必要な場合、省、自治

区、直轄市の知識産権局は申請者に原本の提出を要

求し、確認することができる。 

第 24 条 中華全国専利代理人協会は、専利代理

人執業証の授与、変更及び抹消等の具体的な事項

について責任を負い、国家知識産権局が法により

監督と指導を行う。 

→削除 



 

第 25 条 審査を経て、中華全国専利代理人協会

は、専利代理人執業証の授与申請が本弁法に規定

する条件に合致すると認めた場合、申請を受け取

った日から 15 日以内に専利代理人執業証を授与し

なければならない。本弁法に規定する条件に合致

しないと認めた場合、申請を受け取った日から 15

日以内に書面にて申請者に通知しなければならな

い。 

→削除 

第 26条 専利代理機構は専利代理人を解雇する

場合、30 日前に当該専利代理人に通知しなければ

ならない。専利代理人は辞職する場合、30 日前に

その所属する専利代理機構に通知しなければなら

ない。 

専利代理機構と専利代理人が雇用関係を解除す

る場合、専利代理機構がその専利代理人執業証を

回収し、解任証明書を発行し、かつ解任証明書の

発行日から 10日以内に、中華全国専利代理人協会

に専利代理人執業証の抹消手続を行わなければな

らない。 

第 29 条 専利代理師は専利代理機構から退職す

る場合、業務引き継ぎの手続を適切に行い、かつ退

職日から 30 日以内に専利代理管理システムを通じ

て専利代理機構所在地の省、自治区、直轄市の知識

産権局に解任証明書等を提出し、執業届出の変更を

行わなければならない。 

規定した時間内に執業届出を変更しなかった場合

は、期間を過ぎても届出変更手続を自発的に履行し

なかったものとみなされ、省、自治区、直轄市の知

識産権局は確認後に直接変更することができる。 

第 27条 専利代理機構は休業又は取消される場

合、省、自治区、直轄市の知識産権局の審査承認

を得た日から 10 日以内に、その全ての専利代理人

執業証を回収し、かつ中華全国専利代理人協会に

専利代理人執業証の抹消手続を行わなければなら

ない。 

→削除 

第 28 条 中華全国専利代理人協会は、専利代理

人執業証を授与、変更又は抹消した日から 5 日以

内に、国家知識産権局に届け出かつ関連資料を報

告するとともに、専利代理機構所在地の省、自治

区、直轄市の知識産権局にも副本を送らなければ

ならない。 

→削除 

第 29 条 専利代理人執業証を持っていない者

は、専利代理人の名義で、経済的利益を獲得する

ために、専利代理業務に従事してはならない。 

→削除 

第 30条 専利代理人は専利代理業務を引き受け

る場合、その所属する専利代理機構の名義で委託

を受け、委託者と書面の委託契約書を締結し、費

用を統一して受け取り、如実に記帳しなければな

らない。専利代理人は無断で委託を受け、専利代

理業務を行い、費用を受け取ってはならない。 

→削除 



 

 第四章 専利代理業界組織 

 

第 30 条 専利代理業界組織は、業界の自律を厳格

化し、専利代理機構と専利代理師が法により執業を

規範化するよう組織・指導し、業界のサービスレベ

ルを継続的に向上させなければならない。 

全国的な専利代理業界組織の定款と業界自律規範

は、全国会員代表大会が制定し、かつ国家知識産権

局に報告して届出を行わなければならない。主要な

登記事項を変更する必要がある場合、国家知識産権

局に報告して審査・同意を得た後 30 日以内に、登記

管理機関に報告して許可を求めなければならない。 

地方的な専利代理業界組織の定款と業界自律規範

は、地方会員代表大会が制定し、かつ所在地の省、

自治区、直轄市の知識産権局に報告して届出を行わ

なければならない。主要な登記事項を変更する必要

がある場合、所在地の省、自治区、直轄市の知識産

権局に報告して審査・同意を得た後 30 日以内に、登

記管理機関に報告して許可を求めなければならな

い。 

 

第 31 条 国家知識産権局と省、自治区、直轄市の

知識産権局は、専利代理業界組織に対して下記の監

督管理職責を履行する。 

（1）設立登記、変更登記、抹消登記前の審査を担

当する。 

（2）専利代理業界組織が憲法、法律、法規及び国

家政策を遵守し、その定款に基づいて活動を展開す

るよう監督・指導する。 

（3）年度検査の初歩審査を担当する。 

（4）登記管理機関とその他の関係部門による専利

代理業界組織の違法行為への取締に協力する。 

（5）関係機関と共同して専利代理業界組織の清算

事項を指導する。 



 

 

第 32 条 専利代理業界組織は下記の職責を履行

する。 

（1）専利代理機構と専利代理師の合法的権益を擁

護する。 

（2）業界の自律規範を制定し、業界の自律を強化

し、会員に対する奨励と懲戒を実施する。 

（3）受け入れた会員の情報と会員に対する懲戒状

況を適時に社会に公表する。 

（4）専利代理師の業務研修と職業道徳、執業規律

の教育を組織する。 

（5）専利代理機構による管理制度の整備、専利代

理サービス品質の向上を指導する。 

（6）専利代理機構、専利代理師による専利代理援

助サービスの展開を組織する。 

（7）専利代理機構の実習業務を指導する。 

（8）専利代理業界の国際交流を展開する。 

（9）法により履行すべきその他の職責。 

 

第 33 条 専利代理業界組織は毎年の 3 月 31 日前

に、国家知識産権局又は所在地の省、自治区、直轄

市の知識産権局に前年度の業務報告書を報告・送付

しなければならない。国家知識産権局と所在地の省、

自治区、直轄市の知識産権局は、法により業務報告

書を審査しなければならない。審査を経て許可され

た場合、専利代理業界組織は業務報告書を登記管理

機関に報告・送付し、年度検査を受けることができ

る。 

業務報告書の内容は、法律・法規及び国家政策の

遵守、登記手続の法による履行、定款に基づく活動

の展開、人員と機構の変化及び財務管理等の状況を

含まなければならない。 

 

第 34 条 専利代理業界組織は、非執業会員制度を

構築・健全化し、専利代理師資格証を取得した非執

業者の入会及び協会事務への参加を奨励し、非執業

会員の学習、研修及び交流を強化しなければならな

い。 

第四章 専利代理の監督管理 第五章 専利代理の監督管理 



 

第 31 条 国家知識産権局は、専利代理機構の年

度報告書の提出と公示について責任を負い、かつ

専利代理機構経営異常名簿と重大違法専利代理機

構名簿の公示について責任を負う。 

省、自治区、直轄市の知識産権局は、国家知識

産権局による上記提出と公示業務の展開に協力す

る。 

中華全国専利代理人協会は、協会定款の規定及

び自律規範に従って専利代理人の執業活動を考課

する。 

第 35 条 国家知識産権局は、全国の専利代理機構

の年度報告、専利代理機構経営異常名簿と重大違法

専利代理機構名簿の公示業務の組織について責任を

負う。 

第 32 条 専利代理機構は毎年の 3 月 1 日から 3

月 31 日までに国家知識産権局に年度報告書を提出

しなければならない。 

専利代理機構はそれが提出した年度報告書の情

報の信憑性について責任を負わなければならな

い。 

第 36 条 専利代理機構は、毎年の 3月 1日から 3

月 31 日までに専利代理管理システムを通じて所在

地の省、自治区、直轄市の知識産権局に前年度の年

度報告書を提出しなければならない。 

その年に執業許可証を取得した専利代理機構は、

次の年から年度報告書を提出する。 

専利代理機構はそれが提出した年度報告書の信憑

性について責任を負わなければならない。 



 

第 33 条 専利代理機構の年度報告書の内容は、

下記のものを含む。 

（1）専利代理機構の住所、郵便番号、電話番号、

メールアドレス等の情報。 

（2）マネージングパートナー又は法定代表者の

氏名、パートナー又は出資者の氏名、専利代理人

の氏名、従業員数。 

（3）パートナー又は出資者の予定出資額と払込

出資額、払込日、出資方式等の情報。 

（4）専利代理機構の開業、休業、清算等の存続

状態に関する情報。 

（5）事務所設立の情報。 

（6）専利代理機構のウェブサイト及びインター

ネットを通じて事業を展開するネットショップの

名称、ウェブアドレス等の情報 

（7）専利代理機構の代理する専利の出願、審判、

無効宣告、訴訟、担保融資等の業務情報。 

（8）専利代理機構の総資産、総負債、営業総収

入、主要業務収入、利益総額、純利益、納税総額

等の情報。 

（9）報告すべきその他の情報。 

前項第（1）号～第（6）号の情報は毎年の 4月 1

日から公示される。専利代理機構が第（7）号～第

（9）号の情報の公示を選択した場合、同時にそれ

を公示する。期間を過ぎて専利代理機構の年度報

告書を提出した場合、提出日から 30 日以内にそれ

を公示する。 

第 37 条 専利代理機構の年度報告書の内容は、下

記のものを含まなければならない。 

（1）専利代理機構の住所、郵便番号、電話番号、

メールアドレス等の情報。 

（2）マネージングパートナー又は法定代表者、パ

ートナー又は出資者、専利代理師の氏名、従業員数

に関する情報。 

（3）パートナー、出資者の出資額、出資時間、出

資方式等の情報。 

（4）支部設立の情報。 

（5）専利代理機構のウェブサイト及びインターネ

ットを通じて事業を展開するネットショップの名

称、ウェブアドレス等の情報。 

（6）専利代理機構の取り扱う専利の出願、不服審

判、無効宣告、譲渡、許諾、紛争の行政処理と訴訟、

担保融資等の業務情報。 

（7）専利代理機構の総資産、総負債、営業総収入、

主要業務収入、利益総額、純利益、納税総額等の情

報。 

（8）専利代理師による海外の専利代理従業資質の

取得、海外支部の設立に関する情報。 

（9）報告すべきその他の情報。 

前項第（1）号～第（5）号の情報は、毎年の 4 月

1日から公示される。専利代理機構は第（6）号～第

（9）号の情報の公示を選択した場合、同時にそれを

公示する。期間を過ぎて専利代理機構の年度報告書

を提出した場合、提出日から 30 日以内にそれを公示

する。 

第 34 条 国家知識産権局及び省、自治区、直轄

市の知識産権局の職員は、専利代理機構の年度報

告書における非公示内容について守秘しなければ

ならない。 

第 38 条 国家知識産権局及び省、自治区、直轄市

の知識産権局の職員は、専利代理機構の年度報告書

における非公示内容について守秘しなければならな

い。 

第 35条 如何なる単位又は個人も専利代理機構

の公示した情報が確実でないと発見した場合、国

家知識産権局に報告することができる。国家知識

産権局は確認後に訂正する。 

第 39 条 如何なる単位又は個人も専利代理機構

の年度報告書に公示された情報が確実でないと認め

た場合、専利代理機構所在地の省、自治区、直轄市

の知識産権局に通報することができる。省、自治区、

直轄市の知識産権局は通報資料を受け取った日から

20 日以内に確認し、かつ相応の処理を行わなければ

ならない。 

専利代理機構は本機構の年度報告書に公示された

情報が確実でないと発見した場合、機構所在地の省、

自治区、直轄市の知識産権局に訂正申請を提出する



 

ことができる。省、自治区、直轄市の知識産権局は

確認後に訂正する。 

第 36条 如何なる単位又は個人も専利代理機構

の公示した情報が虚偽のものであると認めた場

合、国家知識産権局又は省、自治区、直轄市の知

識産権局に通報することができる。国家知識産権

局又は省、自治区、直轄市の知識産権局は通報資

料を受け取った日から 30日以内に確認し、かつ相

応の処理を行わなければならない。 

→前条に移行 

第 37条 専利代理機構が下記の事由のいずれか

に該当する場合、国家知識産権局はそれを専利代

理機構経営異常名簿に記載し、かつ公示する。 

（1）専利代理機構登録証の取得又は年度報告書

の提出時に虚偽の情報を提供した場合。 

（2）規定の期間内に年度報告書を提出しなかっ

たか、又は国家知識産権局の命じる期間内に専利

代理機構の関連情報を提出しなかった場合。 

（3）無断で名称、執務場所、マネージングパー

トナー又は法定代表者、パートナー又は出資者を

変更した場合。 

（4）無断で事務所を設立した場合。 

（5）設立条件を満たさなくなって、省、自治区、

直轄市の知識産権局からその是正を命じられた

が、期間を過ぎても条件を満たさない場合。 

（6）同一の専利出願又は専利事件について利害

関係のある他の委託者からの委託を受けた場合。 

（7）自己名義で専利を出願し又は専利権無効宣

告を請求した場合。 

（8）管理を怠り、深刻な結果をもたらした場合。 

専利代理機構は経営異常名簿に記載された日か

ら 1 年経過しても、第 1 項に規定する事由が再発

しなかった場合、国家知識産権局がそれを経営異

常名簿から削除する。 

第 40 条 専利代理機構は下記の事由のいずれか

に該当する場合、省、自治区、直轄市の知識産権局

はそれを専利代理機構経営異常名簿に記載しなけれ

ばならない。 

（1）規定の期間内に年度報告書を提出しなかった

場合。 

（2）専利代理機構執業許可証の取得又は年度報告

書の提出時に虚偽の情報を提供した場合。 

（3）名称、執務場所、マネージングパートナー又

は法定代表者、パートナー又は出資者を無断で変更

した場合。 

（4）支部の設立、変更、抹消の届出手続を規定に

より行わなかった場合。 

（5）設立条件を満たさなくなって、省、自治区、

直轄市の知識産権局からその是正を命じられたが、

期間を過ぎても条件を満たさない場合。 

（6）専利代理機構の公示情報が企業登記管理部門

又は司法行政部門における登記情報と一致しない場

合。 

（7）登記した経営場所を通じて連絡が取れない場

合。 

専利代理機構が本条第 1項第（1）号の事由に該当

する場合、省、自治区、直轄市の知識産権局はその

年の4月10日前にそれを経営異常名簿に記載しなけ

ればならない。国家知識産権局と省、自治区、直轄

市の知識産権局は、専利代理機構が本条第 1項第（2）

号～第（8）号の事由があると法による抜取り検査を

通じて発見し又は通報に基づいて確認した場合、確

認した日から 10 日以内にそれを経営異常名簿に記

載しなければならない。 



 

 第 41 条 経営異常名簿に記載された専利代理機

構は年度報告書の追加提出、公示情報の訂正、是正

後に関連規定に合致した場合、経営異常名簿からの

削除を申請することができる。省、自治区、直轄市

の知識産権局は申請日から 5 日以内に審査しなけれ

ばならない。規定に合致したものについては、経営

異常名簿から削除しなければならない。 

第 38条 専利代理機構は経営異常名簿に記載さ

れた日から 3年経過しても規定に合致しない場合、

国家知識産権局はそれを重大違法専利代理機構名

簿に記載し、かつ公示する。 

専利代理機構は重大違法専利代理機構名簿に記

載された日から 5年経過しても、本弁法第 37条第

1項に規定する事由が再発しなかった場合、国家知

識産権局がそれを重大違法専利代理機構名簿から

削除する。 

第 42 条 専利代理機構が下記の事由のいずれか

に該当する場合、国家知識産権局又は省、自治区、

直轄市の知識産権局はそれを重大違法名簿に記載し

なければならない。 

（1）専利代理機構経営異常名簿に記載されてから

3年経過しても関連義務を履行しなかった場合。 

（2）専利代理行政処罰を受けた場合。 

専利代理機構が本条第 1項第（1）号に規定する事

由に該当する場合、省、自治区、直轄市の知識産権

局は同機構が経営異常名簿に記載されてから 3 年経

過する前の 60 日以内に、関連義務を履行するよう公

告方式で注意しなければならない。 

重大違法専利代理機構名簿に記載された日から 5

年経過しても、本条第 1 項に規定する事由が再発し

なかった場合、記載の決定を下した省、自治区、直

轄市の知識産権局がそれを名簿から削除する。 

 第 43 条 専利代理機構経営異常名簿、重大違法名

簿に記載し又はかかる名簿から削除する場合、国家

知識産権局又は省、自治区、直轄市の知識産権局は

決定書を下し、関係専利代理機構に通知し、かつ専

利代理管理システムを通じて社会に公示しなければ

ならない。 

決定書には、機構名称、機構コード、記載又は削

除の日付、記載又は削除の事由、決定を下す機関等

を含まなければならない。 



 

 第 44 条 専利代理機構は専利代理機構経営異常

名簿、重大違法名簿に記載されることについて異議

がある場合、公示日から 30 日以内に、記載決定を下

した機関に書面による確認申請を提出し、かつ関連

の証明資料を提出することができる。 

国家知識産権局又は省、自治区、直轄市の知識産

権局は 5 営業日以内に受理するか否かを決定しなけ

ればならない。受理する場合、20 営業日以内に確認

しなければならない。専利代理機構の専利代理機構

経営異常名簿、重大違法名簿への記載について誤り

があると発見した場合、確認した日から 5 営業日以

内に訂正し、かつ書面にて申請者に告知しなければ

ならない。受理しない場合、不受理の理由を書面に

て申請者に告知する。 

 第 45 条 専利代理機構は経営異常名簿、重大違法

名簿に記載され又はその名簿から削除される旨の決

定に不服がある場合、法により行政不服審査を申し

立て又は行政訴訟を提起することができる。 

第 39 条 国家知識産権局は、省、自治区、直轄

市の知識産権局による専利代理機構と専利代理人

の情報公示状況と執業活動への検査、監督を組

織・指導する。 

省、自治区、直轄市の知識産権局は毎年の 12 月

31 日前に国家知識産権局にその年の検査監督報告

書を提出しなければならない。 

第 46 条 国家知識産権局は、省、自治区、直轄市

の知識産権局による専利代理機構と専利代理師の執

業活動への検査、監督を指導する。 

専利代理機構が省を跨って支部を設立する場合、

その支部は支部所在地の省、自治区、直轄市の知識

産権局が検査、監督しなければならない。当該機構

所在地の省、自治区、直轄市の知識産権局はこれに

協力しなければならない。 

第 40 条 省、自治区、直轄市の知識産権局は、

公平、規範化の要求に従い、本行政区域内の専利

代理機構数に応じて、専利代理機構の全部又は一

部を検査しなければならない。 

本行政区域内の専利代理機構が 20 社以下である

場合、全数検査しなければならない。専利代理機

構が 21 社以上 50 社以下である場合、毎年 20社以

上抜取り検査しなければならない。専利代理機構

が 51 社以上である場合、毎年 30 社以上抜取り検

査しなければならない。 

第 47 条 国家知識産権局と省、自治区、直轄市の

知識産権局は、書類検査、実地検査、インターネッ

ト監視等の方式で、専利代理機構と専利代理師に対

して検査、監督を行わなければならない。 

検査、監督の過程において検査対象を無作為に抽

出し、法執行検査官を無作為に選任しなければなら

ない。違法・規則違反状況を発見した場合、速やか

に法により処理し、かつ検査、処理の結果を社会に

公開しなければならない。既に経営異常名簿又は重

大違法名簿に記載された専利代理機構に対し、省、

自治区、直轄市の知識産権局は実地検査を行わなけ

ればならない。 

本行政区域内の専利代理機構（支部を含む）が 10

社以下である場合、省、自治区、直轄市の知識産権



 

局は専利代理機構を全数検査しなければならない。

11 社以上 50 社以下である場合、毎年専利代理機構

を 10 社以上抜取り検査する。51 社以上である場合、

毎年専利代理機構を 20 社以上抜取り検査する。 

第 41 条 省、自治区、直轄市の知識産権局は、

書類検査、実地調査、インターネット監視等の方

式で専利代理機構を検査し、又は必要に応じて関

係部門と共同で検査することができる。経営異常

名簿又は重大違法専利代理機構名簿に記載された

専利代理機構に対し、実地調査を行わなければな

らない。 

→第 50 条に移行 

第 42 条 省、自治区、直轄市の知識産権局は、

以下の事項について重点的に検査、監督しなけれ

ばならない。 

（1）専利代理機構が設立条件に合致するか否

か。 

（2）専利代理機構のマネージングパートナー又

は法定代表者、パートナー又は出資者が資格要求

を満たすか否か。 

（3）専利代理機構から提出された年度報告書の

公示情報が実際の状況と一致するか否か、工商行

政管理部門の公示情報と一致するか否か。 

（4）専利代理機構は本弁法第 37 条に規定する

事由があるか否か。 

（5）専利代理機構が執業条件に合致するか否

か、その執業活動が執業規範に合致するか否か。 

第 48 条 省、自治区、直轄市の知識産権局は、専

利代理機構と専利代理師の以下の事項について重点

的に検査、監督を行わなければならない。 

（1）専利代理機構が専利代理業務の取扱条件に合

致するか否か。 

（2）専利代理機構のパートナー、出資者及び法定

代表者が規定に合致するか否か。 

（3）専利代理機構の年度報告書の情報が真実、完

全かつ有効か否か、企業登記管理部門又は司法行政

部門の公示情報と一致するか否か。  

（4）専利代理機構は本弁法第 40 条に規定する事

由があるか否か。 

（5）専利代理機構が執業管理制度と運営制度を構

築・健全化したか否か等の状況。 

（6）専利代理師が執業条件に合致しかつ届出手続

を履行したか否か。 

 第 49 条 省、自治区、直轄市の知識産権局は法に

より検査・監督を行うにあたり、検査・監督の状況

と処理の結果を記録し、検査監督者が署名した後に

ファイリングしなければならない。 

当事者は省、自治区、直轄市の知識産権局による

検査・監督に協力し、尋問を受け、関連状況と資料

を如実に提供しなければならない。 



 

第 43 条 省、自治区、直轄市の知識産権局は検

査・監督にあたり、専利代理機構と専利代理人の

執業活動が関連法律・法規の規定に合致しないと

発見した場合、速やかに法により処理しなければ

ならない。専利代理機構に本弁法第 37条第 1項に

規定する事由があると発見した場合、国家知識産

権局に報告しなければならない。 

→前に移行 

第 44 条 省、自治区、直轄市の知識産権局は法

により専利代理機構に対し検査・監督を行うにあ

たり、検査・監督の状況と処理結果を記録し、検

査監督者が署名した後にファイリングしなければ

ならない。 

専利代理機構は省、自治区、直轄市知識産権局

による検査・監督に協力し、質問を受け、如実に

関連状況と資料を提出しなければならない。 

→前に移行 

 第 50 条 国家知識産権局と省、自治区、直轄市の

知識産権局は、違法・規則違反行為のある機構又は

人員に対し、警告面談、問題指摘、補正意見の提出

を行い、速やかに是正するよう督促することができ

る。 

 第 51 条 国家知識産権局と省、自治区、直轄市の

知識産権局は、専利代理機構による専利代理の関連

サービス規範の徹底実施を奨励し、専利代理機構に

よるサービス品質の向上を指導しなければならな

い。 

 第 52 条 国家知識産権局は、専利代理機構執業許

可証の取得、変更、抹消、取消、取上げ等の関連情

報、及び専利代理師の取消、取上げ、及び執業届出

等の関連情報を適時に社会に公表しなければならな

い。  

国家知識産権局と省、自治区、直轄市の知識産権

局は、専利代理機構の年度報告情報、経営異常名簿、

重大違法名簿への記載又はかかる名簿からの削除情

報、行政処罰の情報、及び専利代理執業活動に対す

る検査状況と取締結果を適時に社会に公示しなけれ

ばならない。 

「専利代理懲戒規則（試行）」（局令 25 号） 第六章 専利代理違法行為の処理 



 

第 13 条 専利代理機構と専利代理人が法律、法

規及び規則の規定に違反する行為について、如何

なる単位又は個人も当該専利代理機構所在地の

省、自治区、直轄市の専利代理懲戒委員会に苦情

を申し立てる権利がある。必要な場合、国家知識

産権局の専利代理懲戒委員会と省、自治区、直轄

市の専利代理懲戒委員会は職権により自発的に立

件することもできる。 

第 53 条 如何なる単位又は個人も専利代理機構、

専利代理師の執業活動が法律、法規、規則の規定に

違反したと認め、又は専利代理業務の無断展開が存

在すると認めた場合、国家知識産権局と省、自治区、

直轄市の知識産権局に苦情を申し立て又は通報する

ことができる。国家知識産権局と省、自治区、直轄

市の知識産権局は苦情や通報を受けた後に、調査処

理を行わなければならない。 

省、自治区、直轄市の知識産権局は専利代理執業

活動の検査・監督の過程において違法被疑行為を発

見した場合、立件して調査しなければならない。 

 第 54 条 重大な影響のある専利代理違法・規則違

反行為について、国家知識産権局は関係する省、自

治区、直轄市の知識産権局による処分を組織・調整

することができる。 

専利代理違法行為への処理が 2 つ以上の省、自治

区、直轄市の知識産権局に関わる場合、国家知識産

権局に報告して調整を要請することができる。 

 第 55 条 省、自治区、直轄市の知識産権局は当地

の実情に応じて、実際の処理能力のある、市級人民

政府により設立された専利管理部門に専利代理違

法・規則違反行為の処理を委託することができる。 

委託側は受託側の行為を監督・指導し、かつ法的

責任を負わなければならない。 

 第 56 条 専利代理違法事件を処理する人員は下

記の事由のいずれかに該当する場合、自発的に忌避

しなければならず、当事者もその忌避を申請する権

利がある。 

（1）事件当事者又は当事者の近親族である場合。 

（2）本人又はその近親族が事件の処理結果と利害

関係がある場合。 

（3）事件当事者とその他の関係があり、処理結果

の公正性に影響を及ぼす恐れがある場合。 



 

 第 57 条 調査を行う場合、調査官は 2名を下回っ

てはならず、かつ当事者に法執行証明書又は業務証

明書を呈示しなければならない。調査官は事件と関

係のある証拠を適時、全面的、客観的かつ公正に調

査・収集しなければならない。 

調査官は下記の方式で事件の事実を調査・確認す

ることができる。 

（1）当事者に対して書面による意見陳述の提出を

要求する。 

（2）当事者を尋問する。 

（3）当事者所在地で実地調査を行い、関連の業務

ファイル及びファイル資料を調べることができる。 

（4）その他の必要かつ合理的な方式。 

第 14条 専利代理懲戒委員会は苦情を受理した

日又は自発的に立件した日から 3 ヶ月以内に決定

を下さなければならない。 

省、自治区、直轄市の専利代理懲戒委員会は専

利代理人資格の取上げ、専利代理機構の取消を行

う必要があると認めた場合、その調査結果と懲戒

理由を国家知識産権局の専利代理懲戒委員会に報

告しなければならない。国家知識産権局の専利代

理懲戒委員会は報告資料を受け取った日から 2 ヶ

月以内に決定を下さなければならない。 

第 58 条 事件調査の終結後に、省、自治区、直轄

市の知識産権局は事件の状況に応じて以下の処理を

行わなければならない。 

（1）事実が不明白、証拠が不十分、又は調査を経

て違法行為が存在しないと分かった場合、結審手続

を行う。 

（2）違法事実が明白、証拠が確実であるが、違法

行為が軽微でかつ有害な結果をもたらさず、行政処

罰を与えない場合、批評教育を行いかつ是正通知書

を発行し、是正期間を明確にし、当事者が期間内に

是正を完了するよう追跡督促しなければならない。 

（3）違法事実が明白、証拠が確実である場合、省、

自治区、直轄市の知識産権局が共同で検討した上で

決定し、法により行政処罰を与える。 

（4）専利代理機構に対して新しい代理業務の請負

停止の命令、執業許可証の取上げ、又は専利代理師

に対して新しい代理業務の請負停止の命令、専利代

理師資格証の取上げの行政処罰を下すべきであると

認めた場合、調査結果と処罰の提案を速やかに報

告・送付し、国家知識産権局に処理を要請しなけれ

ばならない。 



 

第 15 条 専利代理懲戒委員会は懲戒決定を表

決・可決する前に、当事者による陳述又は弁明を

許可し、かつ当事者から提出された事実、証拠及

び理由を調査・確認しなければならない。 

第 59 条 処罰決定を下す前に、下そうとする処

罰、事実、理由及び依拠を当事者に告知し、かつ法

により有する権利を当事者に告知しなければならな

い。 

新しい代理業務の請負停止の命令、執業許可証又

は専利代理師資格証の取上げを下す前に、告知書を

受け取ってから 3 日以内に聴聞の開催を要求する権

利があることを当事者に告知しなければならない。

当事者が 3 日以内に聴聞を要求した場合、聴聞を組

織しなければならない。 

第 16 条 専利代理懲戒委員会は懲戒決定を表

決・可決した後に、懲戒決定書を作成し、以下の

事項を記載しなければならない。 

（1）懲戒された専利代理機構又は専利代理人の

名称、氏名及び住所。 

（2）事由及び調査確認結果。 

（3）専利代理懲戒委員会の決定。 

（4）決定日。 

 

第 17 条 専利代理懲戒委員会から下される懲戒

決定は、同級の知識産権局による許可を経て、か

つ当該局の名義で発行しなければならない。 

懲戒決定書は、許可された日から 10 日以内に懲

戒された専利代理機構又は専利代理人に送達しな

ければならない。 

第 60 条 行政処罰決定を下す場合、行政処罰決定

書を作成しなければならない。行政処罰決定書には、

下記の事項を明記しなければならない。 

（1）当事者の氏名又は名称、住所。 

（2）法律、法規又は規則に違反した事実と証拠。 

（3）行政処罰の種類と依拠。 

（4）行政処罰の履行方法と期間。 

（5）行政処罰決定に不服があり、行政不服審査を

申し立て又は行政訴訟を提起する方式と期間。 

（6）行政処罰決定を下した行政機関の名称及び決

定を下した日付。 

省、自治区、直轄市の知識産権局は、行政処罰決

定を下した日から 7 日以内に行政処罰決定書を当事

者に送達しかつ公示するとともに、行政処罰決定書

を国家知識産権局に報告して届出を行わなければな

らない。 

第 18 条 専利代理懲戒委員会の委員と職員は、

懲戒決定書が正式に送達される前に守秘責任を負

う。 

→削除 

第 19条 専利代理懲戒委員会による懲戒決定に

不服がある場合、懲戒決定書を受け取った日から 2

ヶ月以内に、法により不服審査を申し立てるか、

人民法院に行政訴訟を直接提起することができ

る。 

第 61 条 行政処罰決定に不服がある場合、処罰決

定書を受け取った日から 60 日以内に、法により不服

審査を申し立てるか、6 ヶ月以内に人民法院に行政

訴訟を直接提起することができる。 

 第 62 条 当事者は行政処罰決定に規定する期間

内に履行しなければならない。 

国家知識産権局と省、自治区、直轄市の知識産権

局は、当事者による行政処罰決定の履行状況を監督

し、問題を発見すると速やかに是正を命じるか、又



 

は法により相応の措置を講じなければならない。 

第 6 条 専利代理機構が下記の事由のいずれか

に該当する場合、その是正を命じ、かつ本規定第 4

条に規定する懲戒を与えなければならない。 

（1）設立を申請する時に真実を隠し、粉飾・欺

瞞を働いた場合。 

（2）無断で主な登記事項を変更した場合。 

（3）無断で支部を設立した場合。 

（4）年度検査が期間を過ぎて、かつ自発的に追

加報告しなかった場合。 

（5）不正手段をもって業務を誘致した場合。 

（6）委託を受けた後に、正当な理由なく代理を

拒否した場合。 

（7）同一の専利出願又は専利事件について利害

関係のある他の委託者からの委託を受けた場合。 

（8）誤りにより当事者に重大な損失を与えた場

合。 

（9）その他の違法業務活動に従事し、又は国務

院の関連規定に違反した場合。 

第 63 条 専利代理機構が下記の事由のいずれか

に該当する場合、「専利代理条例」第 25 条に規定す

る「管理を怠り、重大な結果をもたらした」違法行

為に属する。 

（1）故意又は重大な過失により委託者、第三者又

は社会の公共利益に損失を与えた場合。 

（2）異常専利出願行為に従事し、専利業務の秩序

を乱した場合。  

（3）他の専利代理師、専利代理機構を誹謗し、不

正手段をもって業務を誘致し、粉飾・欺瞞の行為が

存在し、業界の秩序を乱した場合。  

（4）専利審査業務又は専利行政法執行業務の正常

な進行を妨害した場合。  

（5）専利代理師が業務引き継ぎの手続を適切に行

わずに専利代理機構から退職した場合。 

（6）専利代理機構執業許可証の情報が企業登記管

理部門、司法行政部門における登記情報又は実際の

状況と一致せず、要求に従って是正しておらず、社

会公衆に誤解させた場合。  

（7）支部の設立、変更、抹消が規定の条件に合致

せず又は規定に従って届け出なかった場合。 

（8）専利代理師が本人の作成又は審査していない

専利出願等の法律文書に署名するのを黙認し、又は

指示した場合。 

 第 64 条 専利代理機構執業許可証、専利代理師資

格証が改竄、転売、貸付、貸与された場合、国家知

識産権局がその専利代理機構執業許可証、専利代理

師資格証を取り上げる。 

第 9 条 専利代理人資格を持っているが、専利

代理人執業証書を取得していない者が経済的利益

を獲得するために専利代理委託を受け、専利代理

業務に従事した場合、その違法執業活動の停止を

命じ、かつファイルに記録しなければならない。

本規則第 7 条、第 8 条に掲げる行為がある場合、

警告、通報・批評、専利代理人資格取上げの懲戒

→削除 



 

を与えなければならない。 

 第 65 条 下記の事由のいずれかに該当する場合、

「専利代理条例」第 27 条に規定する「専利代理業務

を無断で展開した」違法行為に属する。 

（1）賃貸、借用等の方式で他人の資質を利用して

専利代理業務を展開した場合。 

（2）専利代理機構執業許可証又は専利代理師資格

証を取得せず、専利出願、不服審判、専利権無効宣

告等の関連業務を無断で代理した場合。 

（3）専利代理機構執業許可証又は専利代理師資格

証を取得せず、専利代理機構、専利代理師の名義で

虚偽の宣伝を行った場合。 

 第 66 条 専利代理師は自ら署名して取り扱った

専利代理業務について責任を負う。専利代理師は本

人の作成又は審査していない専利出願等の法律文書

に署名してはならない。本人が取り扱っていない専

利事務について、専利代理師は関連法律文書への署

名を拒否する権利がある。 

専利代理師が専利代理品質等の事由により委託

者、第三者又は社会の公共利益に損失を与えた場合、

省、自治区、直轄市の人民政府の専利業務管理部門

は署名した専利代理師に警告を与えることができ

る。 

第 10条 本規則に従って懲戒を与えなければな

らないが、下記の事由のいずれかに該当する場合、

処分を軽くすることができる。 

（1）自発的に誤りを認めかつ責任を取った場

合。 

（2）速やかに有効な措置を講じ、不良結果の発

生を防止し又は不良結果を軽減した場合。 

本規則に従って懲戒を与えなければならない

が、下記の事由にいずれかに該当する場合、処分

を重くすることができる。 

（1）通報者、証人に対し攻撃をかけて報復した

場合。 

（2）事件発生後に攻守同盟を締結し又は証拠を

第 67 条 下記の事由のいずれかに該当する場合、

法により行政処罰を軽くし又は軽減しなければなら

ない。 

（1）違法行為による有害な結果を自発的に除去

し、又は軽減させた場合。 

（2）他人の脅迫を受けて違法行為をした場合。 

（3）自発的に報告し、積極的に行政機関の違法行

為取締に協力して手柄を立てた場合。 



 

隠匿、隠滅して調査を妨害した場合。 

 第 68 条 専利代理違法行為は下記の事由のいず

れかに該当する場合、情状が深刻な違法行為に属す

る。 

（1）当事者、第三者又は社会の公共利益に重大な

損失を与えた場合。 

（2）悪い社会的影響をもたらした場合。 

（3）調査を妨害し、証拠を隠匿、隠滅したり虚偽、

偽造証拠を提供したりした場合。 

第五章 附則 第七章  付則 

第 45 条 本弁法は国家知識産権局が解釈する。 第 69 条 本弁法は国家知識産権局が解釈する。 

 第 70 条 本弁法にいう 20 日以下の期間は営業日

で計算するものとし、法定休日・祝日を含まない。 

第 46 条 本弁法は 2015 年 5月 1 日から施行す

る。2003 年 6月 6日付で国家知識産権局令第 30号

にて公布された「専利代理管理弁法」と 2011 年 3

月 28 日付で国家知識産権局令第 61 号にて公布さ

れた「『専利代理管理弁法』の改正に関する決定」

は同時に廃止される。 

第 71 条 本弁法は   年  月  日から施

行する。2015 年 4 月 30 日付で国家知識産権局令第

70 号にて公布された「専利代理管理弁法」、2002 年

12月 12日付で国家知識産権局令第 25号にて公布さ

れた「専利代理懲戒規則（試行）」は同時に廃止され

る。 

 

出典：2018 年 12 月 29 日 国家知識産権局ウェブサイト 

http://www.cnipa.gov.cn/gztz/1135042.htm 


